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Abstract: 

As the share of VRE (variable renewable energy) has grown rapidly, curtailment issues have arisen worldwide. This paper 

evaluates and compares curtailment situations in selected countries using an objective and quantitative evaluation tool 

named the “C-E map” (curtailment-energy share map). The C-E map is a correlation map between curtailment ratios that 

mean curtailed wind (or solar) energy per available energy and energy shares of wind (or solar). The C-E map can draw 

a historical trend curve in a given country/area, as an at-a-glance tool to enable historical and/or international comparison. 

The C-E map also can classify the given countries/areas into several categories, according to the current levels of 

curtailment ratio and historical trends. The C-E map helps institutional and objective understanding of curtailment for 

non-experts including policy makers.  

 

Keywords: wind power; curtailment ratio; penetration ratio; VRE (Variable Renewable Energy); photovoltaic (PV); solar 

power  

 

 

要旨 

変動性再生可能エネルギー(VRE：Variable Renewable Energy)のシェアが急速に拡大するにつれ、世界的に s

出力抑制の問題が生じている。本論文では、「C-E(出力抑制−電力量シェア)マップ」という客観的・定量的評

価ツールを用いて、各国の出力抑制状況を評価・比較したものである。C-E マップは、風力(または太陽光)発

電の利用可能な発電電力量あたりの抑制された電力量を意味する出力抑制率と、風力(または太陽光)の電力

量シェアとの相関図である。C-E マップは、国・エリアごとの過去のトレンド曲線を描くことができ、歴史

的・国際的な比較が一目でできるツールである。また、C-E マップは、現在の出力抑制率や過去のトレンド

によって、国やエリアをいくつかのカテゴリーに分類することができる。C-E マップは、政策担当者を含む

非専門家が、出力抑制を直感的かつ客観的に理解するのに役立つものである。 

 

キーワード：風力発電、出力抑制率、導入率(シェア)、変動性再生可能エネルギー(VRE)、太陽光発電  
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略語 
 
BnetzA: 連邦ネットワーク規制庁 (Bundesnetzagentur) (ドイツの規制機関)  
CAISO: カリフォルニア独立系統運用者 (California Independent System Operator) 
COVID-19: 新型コロナウィルス感染症 (coronavirus disease 2019) 
CREZ: 競争的再生可能エネルギーゾーン (Competitive Renewable Energy Zone) (テキサス州の政策) 
DE: ドイツ 
DK: デンマーク 
DLR: 動的線路定格 (dynamic line rating) 
EIA: 連邦エネルギー情報局 (Energy Information Administration) (米国の政府機関) 
ERCOT: テキサス電力信頼度協議会 (Electric Reliability Council of Texas)  
ES: スペイン 
GB: グレートブリテン島 
GW: ギガワット (giga watt) 
GWh: ギガワット時 (giga watt hour) 
HVDC: 高圧直流 (high voltage direct current) 
IE: アイルランド 
IT: イタリア 
ISO: 独立系統運用機関 (independent system operator) (特に米国で用いられる用語) 
ISO-NE: ニューイングランド独立系統運用機関 Independent System Operator of New England  
MISO: 中部大陸独立系統運用機関 (Midcontinent Independent System Operator) 
NI: 北アイルランド 
NO: ノルウェー 
NY-ISO: ニューヨーク独立系統運用機関 (New York Independent System Operator) 
PJM: ペンシルバニア、ニュージャージー、メリーランドを含む 13 州をカバーする RTO 
PSCO: コロラド公共サービス公社 (Public Service Company of Colorado) 
PT: ポルトガル 
RTO: 地域送電系統運用機関 (regional transmission operator) (特に米国で用いられる用語) 
SNSP: 系統非同期電源シェア (system non-synchronous penetration) 
SONI: 北アイルランド系統運用者 (System Operator in Northern Ireland)  
SPP: 南西部パワープール (Southwest Power Pool) (米国の RTO) 
STATCOM: 静止型無効電力補償装置 (STATic synchronous COMpensator) 
TERNA: イタリアの送電系統運用者 
TSO: 送電系統運用者 (transmission system operator) (特に欧州で用いられる用語) 
UK: 英国 
US: 米国 
VRE: 変動性再生可能エネルギー (variable renewable energy) 
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１．はじめに 

風力や太陽光を中心とする変動性再生可能エネルギー(VRE)が世界的に増加してお

り、多くの国で出力抑制が大きな問題となっている。1990 年に行われた初期の研究で

は、出力抑制がなければわずかな VRE のシェアしか実現できないとされた[1]。その

後、別の研究により、一部の VRE を出力抑制すれば、かなりの VRE シェアを実現で

きることが示された[2]。また、他の研究では、VRE のシェアが増加するにつれて、出

力抑制が指数関数的に増加すると主張された[3]。 

出力抑制とは、「利用可能な資源があるのに、通常、不本意的に、電源が出力する量

を減少させること」[4]と理解できる。文献[5]のようないくつかの報告では、「出力抑

制(curtailment)」(システム全体)と「出力制約(constrain)」(ローカルネットワークに対

する供給の制約)を区別しているが、本論文では 2 つの用語を区別せず、市場ベース

の経済的削減(例えば、米国とデンマークのデータには市場ベースの経済的削減が含

まれている)以外の如何なる理由に対しても「出力抑制(curtailment)」と統一用語を適

用している。また、文献[4]では、「…出力抑制の定義とデータの利用可能性はさまざ

まである。風力発電をスケジュール通りに停止または制限する比較的新しい市場ベー

スのプロトコルまたはプログラム、およびデータ収集の統一性の欠如により、出力抑

制レベルの把握が複雑になる可能性がある」と述べている。 

出力抑制は必ずしも「悪」ではない。風力発電事業者は、利用可能なエネルギーの

一部が出力抑制されたときに上方予備力を提供することができる。これは、例えば米

国の ERCOT エリアで一次予備力として適用されており、Xcel 社およびコロラド公共

サービス公社のエリアでは出力抑制のおかげで二次予備力を得ることができている

[6]。発電電力量を失うことで、結果的にこれらの価値ある系統サービスを提供するこ

とができる。風力発電の出力抑制と風力発電による予備力供給の関係は、より議論さ

れるべき論点である[7]。風力発電を 適に配分することで、風力発電はエネルギー供

給源としてだけでなく、柔軟性や系統サービスの提供者としての役割も果たす。例え

ば、風力発電の出力変化速度を制御することで、電力システムの(他の)出力変化の必

要性を低減し、火力発電によって提供されていた柔軟性を代替することができる[8]。 

風力発電から系統支援サービスが引き出されない場合、出力抑制は単にクリーンエ

ネルギーの損失(すなわち「悪」)となり、電力システムの柔軟性や適切な市場設計が

ないために、発電事業者や投資家だけでなく TSO や規制機関にとっても損失となる。

本論文では、自発的(または市場ベース)出力抑制ではなく、強制された(または非自

発的)出力抑制に焦点を当てることとする(ただし、デンマークや米国など、「市場ベ

ース」の出力抑制と TSO や ISO による「強制された」出力抑制の区別が統計データ

上つかない国やエリアを除く)。 

風力発電の増加に伴い、多くの国で風力発電の出力抑制が大きな問題となっている。

アイルランド[5]、スペイン[9]～[11]、英国[12]、米国[4]、中国[13]～[16] などの国々

で多くの報告や論文が発表されている。出力抑制に関する国際比較を調査した研究は
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ごくわずかである[17]-[22]。また、系統連系研究の重要な成果の一つとして、将来の

出力抑制を推定することもできる[7],[23],[24]。 

過去の出力抑制のデータとその傾向には、VRE 系統連系対策の能力に関する証拠

が含まれている可能性がある。電力システム研究において、出力抑制レベルは系統連

系の課題を示す指標となり得る。しかし、さまざま国やエリアの出力抑制レベルを直

接比較することは、必ずしも容易ではない。何故なら、出力抑制のレベルは、ある国

の電力システムにおける複数の特定の要因に関連している可能性が高いからである。

VRE 連系の課題の深刻度を客観的に比較・評価するために、いくつかの高度な評価ツ

ールが提案されている。文献[25]では、スウェーデンのゴットランド島、デンマーク

西部、ドイツのシュレスヴィヒ・ホルスタイン州、 アイルランド、米国・ニューメキ

シコ州における課題と風力発電シェアを比較するために、「風力発電 大シェア」と

いう指標が提案されている。その結果、かなり高い VRE シェア(30〜40%)であって

も、必ずしも出力抑制を多くする必要がないことが示された[26]。文献[27]の一連のい

くつかの研究では、送電や柔軟性のある電源、デマンドレスポンスのような柔軟性対

策によって、出力抑制を減らすことができることが示されている。また、文献[28]で

は、VRE の出力抑制に貢献する電力システムの柔軟性資源を評価する「柔軟性チャー

ト」という定性的な指標が提案されている。 

風力発電の出力抑制の状況や傾向をよく理解することは、いくつかの理由から重要

である。財務的な観点から見ると、プロジェクトの経済性は、サイトが期待される発

電電力量を獲得できるかどうかに直接依存する。プロジェクトの投資家は、出力抑制

を考慮した安全係数を組み込むようになってきているが、出力抑制が過度になるとプ

ロジェクトの収益が低下し、プロジェクトが不経済なものになる可能性がある。ある

サイトやエリアについて、投資家は意思決定をする前に、予想される出力抑制の傾向

を知っておきたいと望むようになる。電力システムの観点からは、二酸化炭素を排出

しない電源の発電電力量が低下すると、設定された低炭素化目標に影響を与える可能

性がある。また、より大きなエリア内の柔軟性資源を集合化することで、出力抑制レ

ベルに影響を与える可能性がある。しかし、出力抑制を緩和するための選択肢は、特

定の国やエリアの規制に強く依存する。また、柔軟性の問題(すなわち出力抑制)は、

近隣諸国に頼るよりも、国内で解決することが望ましい。 

出力抑制を起こしうる原因を探ることは、重要である。送電システムの混雑は、送

電システムの拡張が必要であることを示すシグナルである可能性がある。出力抑制の

もう一つの原因は、電力システムの需要と利用可能な風力発電の間のミスマッチであ

る可能性がある。この場合も、送電網の拡張がその緩和策として利用できる可能性が

ある。送電システムのローカルな拡張はローカルな混雑問題を緩和することができ、

エリア全体の増強計画は、需要とのミスマッチの問題を緩和するために必要とされる

場合がある。計画された需要の増加、エネルギー貯蔵の追加、またはデマンドレスポ

ンスを活用するために、ローカルな増強やエリア全体での増強のいずれかを行う場合、

建設のタイミングが重要になる場合がある。三つ目の可能性は、電力システムの脆弱
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な場所で風力発電の増設が進むと、安定度の観点から送電制約が課される可能性があ

ることである。市場設計の進展を理解することも重要な要素である。風力発電がアン

シラリーサービス市場に参加する能力(これは出力抑制の役割の一つであるが)や容

量市場に参加する能力は、新たな収入源となる可能性がある。    

第 2 章で詳しく定義されるが、C-E マップは横軸が電力量シェア、縦軸が出力抑制

率という 2 つの軸で構成される 2 次元平面であり、ある国やエリアのある年の出力

抑制とシェアのデータを組み合わせて、C-E マップ上にプロットすることができる。

C-E マップは、ある年のさまざまな国やエリアの出力抑制とシェアのデータを複数プ

ロットすることで、視覚的かつ定量的に説明することが可能である。また、ある国や

エリアの歴史的な傾向を、地図上の複数のプロットで結ばれた曲線として明示するこ

とができる。C-E マップの利点は、多くのデータを必要としないシンプルな手法であ

りながら、出力抑制の状況を直感的かつ定量的に比較するための有用な基礎を提供す

ることである。 

これまで、本論文の何人かの著者によって、出力抑制の傾向を定量的に可視化する

ために、「C-P マップ」と名付けた評価ツールが開発されてきた。この C-P マップは、

ある国・エリアについて、y 軸に VRE の出力抑制率(VRE 発電電力量あたりの抑制さ

れた電力量）、x 軸に年間消費電力量あたりの VRE 発電電力量の相関関係を示してい

た[18]。本論文では、C-P マップの萌芽的概念を強化し、「導入率 (penetration ratio)」

よりも VRE についてより中立的な用語である「電力量シェア(energy share)」を採用

し、「C-E マップ」と名称を改めている。本論文の直接的な新規性は、文献[18]が公表

されてから時間が経過したことによって得られた知見である。今日では、個々の電力

システムにおいて、数年前よりもはるかに高い比率の再生可能エネルギーが導入され、

出力抑制の原因やその影響は拡大し、出力抑制レベルを緩和・低減するためのさまざ

まな方法が導入されている。 

本論文では、欧州の風力発電が先行する諸国、米国およびカナダの複数の ISO/RTO、

中国の風力発電の導入が進むエリア、日本の太陽光発電の導入が進むエリアといった

三大陸の VRE 導入が進む主要国・エリアについて調査する。第 2 章では、調査対象

となった国・エリアから入手可能な統計データを表にまとめる。多くの国・エリアの

VRE 出力抑制に関する情報は、多くの統計データベースやさまざまな形式の報告書・

資料に散在していたり、未公表であったりするため、入手は容易ではない。本研究の

価値の一つは、再生可能エネルギーの導入段階がさまざまに異なり制度に関する知見

や慣習も多様な多くの国・エリアからデータを収集し、それぞれの出力抑制の傾向の

さまざまな原因を考察したことである。そのため、まとめたデータそのものが、本論

文の独自性であり、新規性のある貢献の一つである。また本論文では、国際的に統一

された客観的な比較のために、抑制電力量、電力量シェア、出力抑制率に関する用語

の定義も行なっている。 

また本論文では、「C-E 比」「C-E 勾配」という指標を提案している。これは元々、

文献[18]において「C-P 比」「C-P 勾配」として示されたものである。前者は、ある年
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のある電力システムにおける出力抑制率を電力量シェアで割った商と定義され、後者

は、C-E マップ上の C-E 曲線のある点における勾配と定義される。本論文では、C-E 

マップや指標を用いて、与えられた国やエリアを、VRE の出力抑制の程度や傾向に

応じていくつかのカテゴリーに分類する。これらの概念の詳細については、第 3 章に

て説明する。この分類は、与えられた電力システムにおいて、過去にどのように出力

抑制が発生し、将来どのように変化する可能性があるのかを説明するのに役立つ。 

本論文の目的は、ある電力システムにおける出力抑制のマクロ的な傾向を得るため

に、客観的かつ定量的な比較方法を確立することである。電力システムの状況は、各

国・各地域の地理的・政治的環境に応じて異なる可能性がある。技術的・政治的な要

素に着目したミクロ的な分析については、過去に公表された文献[21]を参照のこと。 

２．C-E マップおよび関連指標の方法論     

C-Eマップを用いて各国の出力抑制の状況を評価する前に、まず、各国の統計デー

タを基に、出力抑制率や電力量シェアの詳細な定義など、C-Eマップがどのように作

成されるのかについて明らかにする。また、国際的に統一された出力抑制に関するデ

ータベースが存在しないため、各国・エリアの出力抑制率・電力量シェアに関するデ

ータを整理する。 

2.1 方法論 

本論文では、重要なパラメータである電力量シェアと出力抑制率について、以下の

ように定義する。 

 

ここで、 

 Cw: ある国・エリアの風力発電の出力抑制率[%] 
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 Cs: ある国・エリアの太陽光発電の出力抑制率 [%] 

 Cv: ある国・エリアのVREの出力抑制率 [%] 

 Ew: ある国・エリアの風力発電の電力量シェア[%] 

 Es: ある国・エリアの太陽光発電の電力量シェア[%] 

 Ev: ある国・エリアのVREの電力量シェア [%] 

 Tc: ある国・エリアの年間総消費電力量 [GWh] 

Gw: ある国・エリアの風力発電の年間発電電力量 [GWh] 

Gs: ある国・エリアの太陽光発電の年間発電電力量 [GWh] 

 Ww: ある国・エリアの風力発電の抑制電力量(逸失電力量) [GWh] 

 Ws:ある国・エリアの太陽光発電の抑制電力量(逸失電力量) [GWh] 

である。 

なお、電力量シェアは、年間総発電電力量ではなく消費電力量に基づいて定義され

ている。連系線による輸出入や送配電時の電力損失により、この2つの指標には差が

生じる可能性があるからである。また、ここで定義する出力抑制率は、発電電力量と

抑制(逸失)電力量の合計を分母に用いている。筆者らの過去の論文[18]を含め、資料

によってはこれらの用語を異なる形で定義している場合がある。 

2.2 さまざまな電力システムの出力抑制に関する統計 

表 1〜3 は、C-E マップを作成するためのデータである。これらのデータは、欧州の

いくつかの国、アメリカやカナダの市場、そして風力発電が盛んな中国のエリアから

それぞれ収集したものである。 

本分析では、IEAの“Electricity Information”や各国TSOから入手した欧州各国の年間

総消費電力量と風力発電の発電電力量のデータを使用した。再生可能エネルギーの出

力抑制のデータに関しては、規制機関やTSOが公表しなければならないという統一さ

れたルールはない。欧州で出力抑制データを公表している国は、ドイツ[31]とアイル

ランド[5]のみである。イタリア、スペイン、イギリスなど他の国では、独立した研究

者が作成した論文[9],[11],[21]、または TSOが提供する未公開のデータから過去の出

力抑制データを見出すことができる[30],[32]-[34]。 

米国には、VREの出力抑制のデータを集計する連邦機関はない。各州の年間消費電

力量や風力発電の発電電力量は、米国エネルギー情報局(EIA)のウェブサイトから入

手することができ、各ISO/RTOのデータは個別に入手する必要があるが、本論文では、

文献[37]を参照した。文献[37]では、いくつかのISOやRTOにおける風力発電のシェア

と風力発電の出力抑制率の計算結果のみが示されている。またカナダでは、風力発電

のシェアと出力抑制に関する統計データはほとんど公表されていない。NYISOやISO-

NEなどの一部のISOの統計データには、「市場ベース」の出力抑制が含まれている可

能性があり、ISOによる「強制された」出力抑制と現在区別されていないことに注意

すべきである。ハイドロケベックによれば、これまでのところ、風力発電の出力抑制

は行われていない[38]。 

中国の消費電力量と風力発電に関する統計データは、国によって公表された報告書



 

   
 

  

6 

ディスカッションペーパー No.46            京都大学大学院 経済学研究科 再生可能エネルギー経済学講座 

2023 年 5 月 

から得ることができる[39]。中国では風力発電の出力抑制が大きな問題とされている

ため、この数年、年次総括報告書[40]-[45]や他の報告書[46]-[47]が発行されている。 

  

表 1 欧州諸国の風力出力抑制の統計データ 

 

注 1: この数字は、i)ネガティブプライス、ii)デンマーク送電網の混雑を意味する「一般送電停止規制」、iii)ドイツ
送電網の混雑を意味する「特別送電停止規制」、の 3 つの分類による風力発電の停止を合計したものである。分類
i)は市場によって解決されるものであり、すなわち本来の意味である「出力抑制」ではない。分類 ii)は本来の出力
抑制に相当するが、分類 iii)は国境を越えた問題であり、デンマークとドイツの国境のどちら側でも異なる規則を
考慮している。2015 年から 2020 年にかけて、分類ⅲ)は出力抑制全体の 86%を占めている。 
注 2: EirGrid および SONI では、“Dispatch Down” は TSO 側に起因する制約、“curtailment”は風力発電側に起因する
抑制と定義されているが[5]、他の国・エリアとの比較のため、“Dispatch Down”と定義されるものも全て“curtailment”
として呼称している。小規模およびマイクロ発電の風力発電データも含まれる。 
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2.2 C-Eマップの利用法 

本節では、文献[16]で提案されたC-Eマップに描かれた情報から、客観的な指標で

ある「C-E比」「C-E勾配」 を導き出す手順を説明する。 

C-E比は、出力抑制の度合いを表す指標である。比率 R は、出力抑制率 C を電力

量シェア E で除した商として、以下のように定義される。 

 

表 2 米国およびカナダの風力出力抑制の統計データ 

 
 

表 3 中国の風力出力抑制の統計データ 
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したがって、C-E比とは、C-Eマップ上の原点に対する個々の点のベクトルの傾きを

意味する。 

図1にC-Eマップの一例を示す。ここで、各ゾーンは経験的に決定されており訳注1、R 

が 0.1未満を「グリーン」、0.1を超え0.5未満を「イエロー」、R が0.5以上を「レッ

ド」のゾーンとしている。 

C-E勾配は、過去の出力抑制の傾向を示している。C-E勾配 G の定義は、以下の

式で与えられる。 

 

ここで、ΔCおよびΔEは、それぞれ C と E の後退差分である。C-E勾配 G は、

C-Eマップの過去の傾向を示す指標であるため、G が負の場合はその時点の出力抑制

率が低減していることを表す。また、G が正で0.5より大きい場合は、増加傾向を示し

ており、将来出力抑制率が上昇しないよう緩和策が必要となる。図2は、3つのケース

のC-E勾配を表した概念図である。風の強い年や弱い年の消費電力量と風力発電の発

電電力量の関係で、C-Eマップの曲線が逆向きになることがあるが、そのような場合

でも、C-E勾配 G はその傾向が「下降」なのか「上昇」なのかを示すことができる。 

 
訳注1: VRE シェアに対してどの程度の出力抑制率が適正かについては、各国・エリアの電源構成や系統構成等に

よってさまざまであり、厳密にはエネルギー技術経済モデルなどによる 適化計算を行わないと結論づけ

ることはできない。しかしながら、一般に他の手段(例えば蓄電池)の導入を優先させてまで出力抑制率ゼ

ロを目指すのはコスト効率が悪く社会コストをむしろ増大させてしまうことが知られており、また出力抑

制率があまりに高いレベルだとこの場合も社会コストが無用に増大する可能性がある。本論文では、これ

までの IEA Wind Task25 専門家会合で蓄積された各国の知見を元に、共著者であるこの分野の専門研究者・

実務者の間で合意された値として、図 1 のゾーンを提案している。 

 

図 1 C-E マップにおける C-E 比の概念図 
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３．C-E マップの分析     

選択した国・エリアの出力抑制に関する統計データを分析するために、著者らは、

文献[18]の更新データを用いた「C-Eマップ」を用いることとした。図3〜5は、欧州、

米国、中国における出力抑制の状況を示している。データの比較を容易にするため、

これら3つの図は横軸と縦軸のスケールを各図で統一して表示している。 

3.1 欧州諸国のC-Eマップ 

図3(a)は、さまざまな風力発電のシェアを持ついくつかの欧州諸国、すなわちデン

マーク、アイルランド、ポルトガル、スペイン、ドイツ、イギリス、ノルウェー、イ

 

図 2 C-E マップにおける C-E 勾配の概念図 
 

 

図 3(a) 欧州諸国の C-E マップ 

 (注: デンマークのデータには市場ベースの出力抑制(スポット市場のネガティブプライスよる正常な反応)も

含まれている)  
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タリアのC-Eマップである。データが入手可能であるかどうは、再生可能エネルギー

のシェアが十分に高いレベルに達しているかどうかに依存する傾向があるため、国や

エリアによって公開データがある年の範囲は若干異なる。しかし、ここでの主な目的

は、国によって再生可能エネルギーの導入段階が異なることに注目し、再生可能エネ

ルギーのさまざまなシェアにおける出力抑制レベルを比較することである。ある電力

システムのC-Eマップの形状は、風力・太陽光発電のシェアに応じた柔軟性資源の妥

当性が反映されたものとなる。 

多くの国において、電力量シェアと出力抑制率の関係は一般に考えられているよう

な単調増加ではなく、出力抑制レベルが減少したり、「ジグザグ」に増加したりする

場合もある。こうした複雑なパターンは、国や電力システムによって（さまざまなタ

イミングで）さまざまな政策手段やさまざまな柔軟性資源を用いていることと関連し

ている。本節では、いくつかの国の歴史的な傾向の理由を検討する。 

これまでのところ、風力発電のシェアが高いにもかかわらず、風力発電の出力抑制

が少ない例外的な国が1つ存在し、それはポルトガルである。ポルトガルでは、水力発

電による柔軟性に加え、連系線の改善、更にはVRE導入に先駆けて高圧送電網の強化・

拡張を行った結果、ポルトガルとスペインの間の市場分断は、2008〜2017年の期間に

62%から7%に減少し[33]、出力抑制率が低く抑えられている。 

デンマークでは、スポット市場においてネガティブプライスが発生することがあっ

た。2018年には、これによって風力発電事業者が合計25 GWh(約0.2%)の風力発電を

自主的に出力低下させたが、これは市場のシグナルに対する反応であった。同じ年、

デンマークの送電網では、TSOが要求する強制的な出力低下の指令(すなわち本論文

で定義するところの送電混雑による出力抑制)が行われたが、それはわずか10 GWhで

あった。国境を越えた協定に基づき、ドイツの送電網の混雑により、デンマークでは

さらに290 GWhの出力抑制が行われた[30]。デンマークの出力抑制が少ない主な理由

は、1)国内の送電網が堅牢であること、2)近隣諸国との連系線容量が大きいこと、3)火

力発電所の柔軟性が非常に高いこと、4)デンマークが成熟した欧州電力市場の一部で

あることである[48]。 

イタリアは欧州のもう一つの例外的な国で、風力発電導入の初期に比較的高い出力

抑制率が発生した。これは、主要な電力消費地が中北部の都市にある一方で、南部エ

リアに設置された太陽光・風力発電プロジェクトが急速に成長したためである。この

ため、電力潮流のパターンが支配され、送電混雑が発生した。それ以降、送電網に対

する大規模な投資が行われ、イタリアのTSOであるTERNAによれば、域内市場ゾーン

内およびゾーン間の送電容量が増加した[32],[49]。さらに、動的線路定格(DLR)によっ

て既設の送電網の利用率が向上し、蓄電池との組み合わせによって、必ずしも更なる

拡張を必要とせずにより多くのVREからの電力を電力システムに受け入れることが

できるようになった。これらにより、2009年に10％近くあった出力抑制率は、2014年

には1％まで段階的に減少した。しかし、再生可能エネルギーの導入が着実に進み

(2014年の27 GWから2020年には32 GWに増加)、予期せぬ事態(認可プロセスや国民
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の反対など)による送電網拡張の遅れもあって、2015年から 近にかけて再び比率が

高まっている。COVID-19のロックダウン時の電力需要の落ち込みも、2020年の風力

発電の出力抑制の増加の原因であった。 

VRE を受け入れるための追加的な対策として、電力システムの要所に同期調相機

を設置することで電圧支持のために必要な火力発電所の数を減らしたことが挙げら

れる。その結果、風力発電の導入余地をより多く確保できるようになった。「資本集

約的な」送電網増強の効果を予測し、より高度な送電網利用(例えば、線路負荷をより

高くすること)を可能にするために現在行われている対策としては、380〜220 kV線路

へのDLR設置(南イタリアとの限られた送電容量による混雑に悩まされていた)、ボト

ルネックの迅速な除去、保護システムの更新(特別な保護システム計画、発電機の遠

隔トリップ)、STATCOMや分路リアクトル(電圧支持および潮流制御用)や電力動揺

減衰のための系統安定化用抵抗器の配備が挙げられる。 

更にTERNAによってパイロットプロジェクトが立ち上げられ、風力発電による新

しいディスパッチサービスの供給が試験される予定である。なお、2022年1月以降、イ

タリア規制機関はTERNAに対し、配電サービス、風力発電の出力抑制、「マストラン」

電源の総コストを削減するための費用対効果の高い対策を推進する経済的インセン

ティブを与える予定である。 

一方、ノルウェーは、風力発電の比率がイタリアとほぼ同じであるが、まだ出力抑

制は起こっていない。これは、他の影響要因に大きな違いがあるためと考えられる。

ノルウェーでは、太陽光発電の比率はまだ無視できるほど低く、水力発電ベースの電

力システムには非常に柔軟性があり、風力発電の変動に容易に対応することができて

いる。この柔軟性は、ノルウェーの風力発電が出力抑制することなく系統連系できる

水準を上回り、ノルウェーは余剰の柔軟性を近隣諸国に輸出できる可能性を持ってい

る。風力・太陽光発電の比率が増えれば、いずれは出力抑制が必要になる可能性もあ

るが、近い将来に予測することはできない。北欧の電力システムにおける将来の出力

抑制に関する研究では、出力抑制はスウェーデンとデンマークで重要性を増し、 終

的にはノルウェーにも及ぶことが明らかになっている[50]。しかし、既存の水力発電

所のいくつかを揚水発電に改良することによって、( 終的な将来の出力抑制に対処

するために)柔軟性を更に向上できる大きな可能性がある。北欧の電力市場の4番目の

国であるフィンランドは、出力抑制なしに風力発電のシェアが10％に達しており、現

在のところ、2020年に数時間にわたって市場価格がマイナスになった際にある風力発

電事業者が自主的に出力を減らした例があるだけである。 

図3(a)では、デンマークが近年、出力抑制比率を高めていることがわかる。デンマ

ークのTSOであるEnerginetの未公開の情報[30]によると、2020年に88 GWhの下方調整

が発生したが、これはネガティブプライスの際に風力事業者が取る通常の市場行動に

よるものである。デンマークの送電網の混雑による出力抑制、およびドイツの送電網

の発電超過によって発生する国際協定による特別出力抑制規制は、2020年にはそれぞ

れ22 GWhと1,353 GWhであった。後者の要因は、ここ数年で大幅に増加している。 
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スペインは、近隣諸国との連系線容量の比率が年間ピーク需要の10％に過ぎず、比

較的孤立した送電網であるにもかかわらず、低い出力抑制率を維持することに成功し

ている点で注目すべきである[9],[10]。フランスとの連系線の拡張によって、出力抑制

をさらに減少させること可能となる。例えば、2018年にはフランスとスペインの間で

72.5%の時間帯で市場分断が発生し、送電混雑がイベリア半島と他の欧州諸国との間

の電力潮流を妨げていた。 近では、風力発電の下方予備力が需給調整市場へ参加す

ることにより、「制御できない電源の発電超過」による出力抑制が非常に低いレベル

まで低下した[51]。その結果、2018年には出力抑制が発生したのは送配電網の混雑に

よってのみとなった[52]。 

図3(a)では英国とアイルランドの出力抑制の数値も示されているが、このエリアの

より詳細なものを図3(b)に示す。英国はグレートブリテン島(GB)と北アイルランド

(NI)の2つの同期エリアに分けることができ、後者はアイルランド島の同期エリアの一

部である。この同期エリアは、SONIが管理する北アイルランドと、EirGridが管理する

アイルランド共和国(IE)の送電網の2つの制御エリアから構成されている。 

 

アイルランド島の送電網は比較的小さく、英国とのHVDC連系線も限られているた

め、アイルランド島はほぼ孤立した送電網となっている。アイルランドは2010年に、

非同期電源と非同期機であるHVDC連系線からの電力の度合いを示す系統非同期率

(SNSP)の上限を50％に設定し、同時に適切な対策があればSNSPを75％まで徐々に引

き上げる計画を立てている。直流連系線は、電力輸出に役立つため、出力抑制のレベ

ルを下げることができる点に留意する必要がある。しかし、直流連系線による電力輸

入は、風力発電による発電と同様に、本質的に系統安定化に貢献するものではない。

いわゆる「慣性問題」により、SNSPのシェアが定められた上限(2020年末で65％)より

高くなると、風力発電の出力抑制が行われる。その後、アイルランドのTSOである

EirGridとSONIは、2021年にSNSPの上限を(試験的に)75％に引き上げ、現在は2030年

までに95％に引き上げることを目指している。また、DS3プログラムに包含される状

 

図 3(b) 英国およびアイルランドの C-E マップ 
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態監視、新しい系統サービス、制御所の能力およびツール拡張などのいくつかの対策

を導入して達成する予定である[5]。アイルランドと北アイルランドでは、近年、風力

(および太陽光)シェアの上昇に強く相関して出力抑制の傾向が強まっているが、

COVID-19の流行により、2020年は特に極端なものとなっている。2020年は例年より

風が強く、パンデミックにより需要が減少したため、瞬間的な風力発電の導入率は例

年より顕著に高くなっている。また、パンデミックによって従来型発電所の保守サイ

クルが中断または遅延したため、稼働時間が減少した一部のユニットが冬期まで「稼

働してはならない」状態となった。その結果、 低出力が高い代替ユニットが多くな

り、需要の少ない時間帯に出力抑制が増えることになった。また、送電線の増強や新

設の計画による送電線制約も、例年より顕著に高かった。 

グレートブリテン島の送電網はアイルランド島の送電網に比べて比較的大きな電

力システムであるにもかかわらず、グレートブリテン島のC-E マップの曲線は、同じ

ような風力発電シェアでもアイルランドの曲線より高くなっている。北アイルランド

の総消費電力量と風力発電設備容量はグレートブリテン島よりはるかに小さいため、

グレートブリテン島の電力量シェアと出力抑制率は英国全体のそれと非常に似てい

る。C-E マップ上でアイルランドの左側に位置するドイツも同様である。その結果、

近隣諸国との連系線能力がさらに高いドイツは、孤立したアイルランドの送電網より

も明らかに悪いように見える。ドイツと英国のケースで発生した出力抑制は、送電網

の要所でのボトルネックに加え、アイルランドのケースには見られなかったVRE電源

と需要の地理的ミスマッチの結果である。送電網の強化はまだ不十分ではあるが、両

者の状況は若干改善され、前者では2018年初頭の再給電コストが前年比で低下し、後

者では出力抑制が減少したことが強調されている。 

各国の出力抑制に関する政策の詳細については、参考文献[17]および[21]も参照の

こと。 

3.2 米国のISO/RTOのC-Eマップ 

米国で風力発電が出力抑制される理由はさまざまである。送電混雑は、その場所で

他の電源が経験する混雑と同じように発生する可能性がある。風力発電に特化した混

雑は、風力発電所が送電線よりも速く建設されるという事実に関連するもので、風力

発電からの電力を大規模需要地に輸送するための送電線が建設されている間に風力

発電の出力抑制が発生することがある(ERCOT、SPPなど)。ERCOTやXcel社/コロラド

公共サービス公社、マウイ島などのエリアでは、電力システム全体で発電超過が発生

し、需要が低い夜間に定期的に風力が出力抑制されることがある(CAISOにおける日

中によく発生する太陽光の出力抑制については第4章を参照のこと)。また、ISO-NEの

ように風力発電所が電力システムの脆弱な部分と連系されている場合、過渡安定度上

の制約を遵守するために風力発電が出力抑制されることもある。 

図4は、米国のいくつかのISO/RTOのC-Eマップである。ERCOTとSPPの履歴曲線の

一部が互いに非常に似ているのは興味深い点である。実際に起こりうることであるが、

風力発電の導入状況と送電網増強のための政策は、同じようなパターンを辿ることが
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ある。ERCOTの曲線の初期は、図1のイタリアの曲線と似ており、どちらも数年かけ

て出力抑制率がほぼゼロになるような劇的な低減傾向を示している。実際、ERCOTで

は2008年にCREZプログラムが承認され、テキサス州の風況の豊かな地域での送電線

開発が促進された。CREZプログラムによって風力発電プロジェクトに対応する新規

送電線が建設され、風力発電の出力抑制が大幅に減少できただけでなく(図 2 参照)、

ネガティブプライスも緩和された[53]。更に、慣性のリアルタイム監視や、いわゆる

限界慣性(それ以下では利用可能な系統資源が系統故障に効果的に対応できない可能

性がある慣性応答能力の下限値)の設定など、系統運用に関する多くの措置が適用さ

れてきた。近年では、脆弱な送電網に関連する安定度の問題により、ERCOTでは出力

抑制が増加している。送電線よりも風力発電所が先に建設されたというERCOTの経

験と同様に、SPPは2017年末に2線路の新規345 kV送電線と位相調整器を導入し、その

結果、2018年の出力抑制は半減した[20]。 

MISOは、C-Eマップ上で明らかわかる通り「迷走」しており、時間とともに風力発

電のシェアが減少していることもあるがわかる。これは、 近MISOエリアが拡大し

たことによるものであるが、近年の傾向として、風力発電の出力抑制が改善されつつ

ある。現在のところ、MISOの新規送電線が不足していることが、更なる導入を阻害し

ている。ISO-NEの曲線では、出力抑制率が上下しており、 近の傾向では良い方向に

向かっていることがわかる。しかし、近年のISO-NEでは、風力発電のシェアが非常に

低いにもかかわらず、送電が不十分な地域に風力発電プロジェクトが建設されたこと

により出力抑制が発生している。この点は、出力抑制率は低いものの注意が必要であ

る。PJMの風力発電シェアと出力抑制率はともに2％程度と小さいが、C-Eマップに示

される過去の曲線の傾向はERCOTのそれと非常によく似ているように見える。一方、

NYISOの曲線は、風力発電のシェアが低いにもかかわらず、あまり望ましくない方向

に進んでいる。NYISOでは、 低負荷と送電容量の限界が問題になっている。 

近年のNYISOの市場ベースの出力抑制率は低いが、これは大規模需要地と風力発電

 

図 4 米国の ISO/RTO の C-E マップ 

 (左図: 米国全体, 右図: 拡大図。データは市場ベースの出力抑制も含まれていることに注意)  
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所がある地域との間の送電が不十分であることが原因である。このような制約のある

地域にさらに風力発電所を設置した場合、より多くの電力を輸送するために、新たな

送電線増強が必要となる。NYISO のほぼすべての風力発電所は市場を通して取引さ

れているため、NYISO が報告する出力抑制はすべて市場ベースのものである。 

さまざまなISOでは、風力発電はさまざまなメカニズムで出力抑制される。MISOな

どの一部のエリアでは、給電指令可能な間欠性資源(Distpachable Intermittent Resource)

プログラムを通じて、リアルタイムで風力発電の経済的な給電指令が指令されている。

これは、すべての風力発電が価格シグナルに応答し、自身で発電計画ができないこと

を意味する。米国では、生産税額控除は、風力発電が発電した場合にのみ利用できる

インセンティブである。このため、市場では風力発電による入札によってネガティブ

プライスになってしまう。風力発電の出力抑制は、価格シグナルに基づいて経済的に

行われる。CAISOでは、風力発電は経済的に給電指令されるが、風力発電の自己計画

も受け入れている。経済的に入札された風力発電が 初に出力抑制され、次に自己計

画された風力が出力抑制される。CAISOの出力抑制のほとんどは、自己計画の出力抑

制ではなく、経済的給電指令による出力抑制である。 

3.3 中国のC-Eマップ 

中国では、2000年代半ば以降、国を挙げて風力発電の開発が強力に支援されてきた。

しかし、風況の豊かな大陸内部と沿岸部の人口が多い地域との間の送電容量が大幅に

不足しており、苦慮しているのが現状である。図5のC-Eマップに示された内蒙古(Inner 

Mongolia)、甘粛(Gansu)、新疆(Xinjiang)、吉林(Jilin)のエリア別傾向を見ると、2015年

に出力抑制率が30〜40%という劇的な増加を見せた後、 近は著しく改善していると

いう興味深い曲線であることがわかる。なお、各曲線の一番右のプロットは推定値に

よるプロットである。これらの省は、中国の北部、東北部、北西部(「三北」地域)に

位置し、中国の中でも も良好な風力資源が集中し、風力発電の設備容量の60％以上

が設置されている[15]。 

また、三北地域は中国で も石炭が豊富な地域の一つである。この地域にはガス発

電所や水力発電所がほとんどないため、送電網の安定度を維持するために石炭発電所

の出力が増減される[16]。多くの石炭火力発電所は、一定の全負荷時間に対応する年

間で定められた電力量を供給する長期契約を結んでおり、風力・太陽光を導入する余

地が少なくなっている。さらに、石炭火力発電の多くは柔軟性に欠けるため、風力発

電を系統連系するのが更に困難となる。しかし、中国では、既存の石炭発電所の柔軟

性を向上させるための大規模な改修計画が進行中である[54]。北部の省における出力

抑制レベルが低減したことは、そのほとんどが、風力資源も多くなる冬季に熱供給を

担う熱電併給ユニットを改修したことによる結果である。熱需要が多くなるとCHPユ

ニットの柔軟性が低下し、電力システムの運用も柔軟性を欠くことになる。発電と熱

供給がある程度独立に制御できないと、冬場は必然的に出力が大きくなるため、風力

発電の出力抑制が起こりがちとなる。今回のデータからは大幅な出力抑制の低減が確

認されており、イタリアやERCOTでの風力発電の導入黎明期と同様に、中国でも出力
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抑制率を低減させる方向で進んでいることが伺える。 

山西(Shanxi)や雲南(Yunan)など出力抑制が中程度の省もあり、その曲線はイタリア

やERCOTと同様の傾向を示している。このことは、イタリアやERCOTのような政策

的、技術的制度を含む利用可能な系統管理方法が取られていることを示唆している。

これらのエリアでの経験を学ぶことで、VREの過剰な出力抑制を緩和する方法につい

て適切な戦略が得られる可能性がある。中国の国全体レベルでは、系統制約が存在す

る地点を示す動的リスク警報システムを毎年公開し、新規の変動電源を容易に受け入

れることができる場所に設備投資を振り向けている。 

中国における風力発電の出力抑制の第一段階は，2009年頃から2012年頃までであり、

その主な原因は、風力発電の設備容量のかつてないほどの増大と、系統インフラの開

発ペースが不十分であったことにある[15]。2013年、2014年には送電容量の増強が行

われ、一時的に出力抑制問題は緩和された。しかし、中国経済の減速と電力需要の伸

び悩みにより、異なる電源間の競争が激化したため、2015年に再び出力抑制率が急増

 

図 5 中国の C-E マップ (2011〜2019 年) 
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した[15]。 

中国では2015年以降、風力発電の出力抑制に対処することが、いくつかの政策の焦

点となっている。 も有望なのは，系統運用者に再生可能エネルギー電源の電力シス

テムへの優先的なアクセスを義務付ける新しい規制である[54],[55]。また、三北地域

の出力抑制レベルが高いいくつかの省で新規の風力発電プロジェクトを制限するこ

とによって、風力発電の導入を大規模需要地にシフトする取り組みも行われている。

中国ではまた、新規の送電線が運用開始され、石炭火力発電所の柔軟性も改善され、

電源により強い価格シグナルを与えるための電力部門改革を実施している[56]。 

3.4  C-Eマップの比較とまとめ 

図 6 は、上記の議論を C-E グラフでまとめたものである。国・エリアごとに地理

的・系統的な事情があるにもかかわらず、履歴曲線はいくつかのグループに分類でき

る。イタリア、中国、テキサス州(ERCOT)は、初期の段階では風力発電のシェアが低

いにも関わらず比較的高い出力抑制率であったが、 近になって劇的に改善された。

英国、ドイツ、スペインは、風力発電のシェアが高いほど出力抑制率が徐々に上昇す

る別のグループに分類され、15～30％の比較的高い風力シェアにもかかわらず5％未

満に留まっている。 

 

４．太陽光(および VRE)の出力抑制     

筆者らが調査した限りでは、太陽光発電の出力抑制が公式に公表されている国は、

ドイツ、北アイルランド、イタリア、アメリカのCAISO、そして日本の5ヶ国であっ

た。 

ドイツは2009年から太陽光発電の出力抑制を行っている。BnetzAによると、2009年

のドイツの太陽光発電の出力抑制は0.4 GWhで、太陽光の年間発電電力量の0.006%に

過ぎず、その年の太陽光発電シェアは1.1%であった[31]。2019年の太陽光発電のシェ

アは9.1％であり、抑制電力量は178 GWhに上昇したが、0.4％程度とまだ控えめであ

 

図 6 世界の主要国・エリアの C-E マップ (まとめ) 
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る。 

北アイルランドでは、太陽光発電の出力抑制が公式に報告されたのは2019年以降で

ある[5]。アイルランド共和国では、インセンティブがないため太陽光発電の設備容量

はごくわずかであり、したがって出力抑制はまだ報告されていない。出力抑制を目的

とするという点では、大規模太陽光発電は風力発電と同様に扱われる。安定度(SNSP)、

系統制約、従来型電源の 小出力などの理由で出力抑制が行われるが、小規模・マイ

クロ規模の太陽光発電は考慮されない。2019年、大規模太陽光発電の発電電力量のう

ち4.2%が出力抑制されたが、これは主に系統制約と 小限の従来型電源を並列してお

くための要件によるものである。北アイルランドの風力・太陽光発電の設備容量は電

力システムの規模に対して高く(2021年のVREの 大瞬間導入率は147％)、アイルラ

ンドとの連系線潮流は限られており、連系線の故障による系統分断の場合、従来型電

源が必要となる。北アイルランドとアイルランド間には新規の連系線容量が計画され

ており、これが導入されれば系統混雑による出力抑制に大きな影響を与えることが予

想される。2020年には、大規模太陽光発電の出力抑制率は6.3%に上昇し、その3分の2

は系統制約と関連しており、残りは高いSNSPと低い需要(従来型電源の 小運転台

数)の状況にほぼ二分される。 

イタリアでは、主要な配電事業者と連携して、ディスパッチ可能でない電源の発電

超過や予備力マージンの不足といった深刻な系統状況が発生し、系統トポロジーや従

来型電源に対する他の対応が不可能な場合に太陽光発電を出力抑制する特別なプロ

トコルが策定された。過去6年間、太陽光発電の出力抑制は、2015年の晴れた週の朝に

起きた皆既日食に近い状況と、2020年の復活祭の非常に消費電力量の少ない日に行わ

れただけである。 

米国では、CAISOの太陽光発電のシェアがトップクラスである。CAISOでは、太陽

光発電の導入レベルが高いこと、 低負荷レベルが低いこと、他の電源の出力を下げ

られないこと(夕方のピークを満たすために必要な火力発電所の 低出力、春季の水

力出水、他のエリアからの輸入など)が重なり、昼間に発電超過がしばしば発生する。

出力抑制は当初、春の週末に日中に発生していたが、現在は年間を通じて発生してい

る。CAISOのデータによると、2019年には、大規模太陽光発電は年間消費電力量の13％

を占め、その年に利用可能な大規模太陽光発電の3.1％が出力抑制された[57]。カリフ

ォルニア州では、12.7 GWの大規模太陽光発電の設置に加え、ディスパッチ可能でな

い8 GWの分散型太陽光が存在し、これが昼間の発電超過の状況を助長している。 

日本では、2018年10月に九州電力が低需要期に隣接エリアとの連系線で柔軟な発

電・輸出能力が不足するとして、日本の電力会社で初めて太陽光・風力発電の出力抑

制を決定した。2020年の同エリアの太陽光発電の年間シェアは14.3%、風力発電シェ

アは0.8%(九州電力[58]のデータにより筆者が算出)であるのに対し、2019年の九州の

太陽光、風力、VREの年間出力抑制率はそれぞれ3.9%, 2.6%, 3.8%であった訳注2。今の

 
訳注2 その後の九州エリアでの太陽光、風力、VRE の年間出力抑制率は、2020 年にはそれぞれ 3.9%, 2.6%, 3.8%、

2021 年には 4.3%, 3.0%, 4.2%、2022 年には 1.5%, 0.8%, 1.4%であった(九州電力送配電ウェブサイト「系統
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ところ、日本では九州電力のみが出力抑制を行っているが、日本の他のいくつかの一

般送配電事業者は、数年以内に行うことを検討していると発表している訳註3。 

図7(a),(b),(c),(d)は、ドイツ、北アイルランド、米国のCAISO、日本の九州エリアに

おける風力、太陽光、VREのC-Eマップである。ドイツでは太陽光の出力抑制はほと

んどないが、九州とCAISOではシェアが10％を超えた時点で出力抑制が比較的高くな

っていることがわかる。北アイルランドでは、太陽光発電の出力抑制率が他の電力シ

ステムに比べてかなり高いが、これは風力発電と太陽光発電が同じような扱いを受け

ていることが大きな要因である。CAISOの風力発電の出力抑制率はかなり低いが、九

州では風力発電のシェアが非常に低いにもかかわらず出力抑制率が急上昇している。

これは、九州の風力発電が太陽光発電に比べて市場アクセスや運用条件の面で不平等 

な状態に置かれている可能性を示唆している。 

したがって、太陽光発電の出力抑制は世界のいくつかの国・エリアで発生している

ことは明らかだが、これまでのところ世界の他のエリアで見られる風力発電の出力抑

制のレベルに比べるとはるかに小さなものである。場合によっては、太陽光発電がボ

トルネックの一因となっているものの、風力発電の方が規模が大きく制御が容易であ

るため、風力発電の出力抑制によって解決されている可能性もある。 

上記のように、多くの国・エリアで太陽光発電の貢献が急速に高まっているにもか

かわらず、太陽光発電の出力抑制は風力発電の出力抑制よりもはるかに小さくなって

いる。その主な理由は、ほとんどの太陽光パネルが建物の屋上に設置されており、一

般的に系統運用者と接続する監視制御装置がないためである。また、制御可能な大規

模太陽光発電所(いわゆるメガソーラー)も、多くの国・エリアではまだメジャーな存

在ではない。このような状況において、VREの総発電電力量を考えて風力と太陽光を

組み合わせると、風力発電の出力抑制レベルを過小評価することになりかねない。 

図8は、縦軸を風力発電の出力抑制率ではなくVREの出力抑制率とした欧州各国の

C-Eマップである(ここでは元のデータ表は省略)。図に示すように、C-Eマップ上の

VREの出力抑制率の履歴曲線は、図3(a)に示した風力発電の出力抑制率より常に低い

ことが容易にわかる。筆者らの過去の論文[18]を含め、VREの出力抑制率を算出した

論文もあるが、風力発電自体の出力抑制率を過小評価しない方が良い。風力発電の出

力抑制率を VRE 全体との関係で分析することで、系統連系の課題をよりよく把握す

ることができる。風力と太陽光の両者が、例えば送電混雑によって出力抑制が必要性

となる可能性もある。風力発電所は通常大規模であるため、一時的な出力抑制が必要

な場合、系統運用者が制御することが容易である。 

  

 
情報の公開」http://www.kyuden.co.jp/wheeling_disclosure.html より訳者調べ。なおこの数値は国際統計データ

と合わせるために歴年単位であり、経済産業省等が公開する年度単位でないことに留意)。 
訳注 3 2022 年以降には東北エリア、四国エリアで、2023 年には中部エリア、北陸エリア、中国エリア、沖縄エ

リアでも出力抑制が開始されている。2022 年 11 月時点で経済産業省が公表した 2023 年度の太陽光発電の

出力抑制率の見通しは、北海道エリアで 0.01%、東北エリアで 0.56%、中部エリアで 0.01%、北陸エリア

で 0.01%、中国エリアで 0.67%、四国エリアで 0.48%、沖縄エリアで 0.34%である 
(https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/043_s01_01.pdf )。  
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図 7 風力・太陽光・VRE の C-E マップ 

((a) ドイツ(2009〜2019 年), (b) 北アイルランド(2014〜2020 年)  
(c) 米国・CAISO(2015〜2020 年), (d) 日本・九州(2018〜2020 年))  
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５．C-E 比および C-E 勾配の分析     

2.3節で紹介したC-E比とC-E勾配は定量的かつ客観的な指標であるため、過去・現

在の状況や過去の傾向に応じた分類が可能である。筆者らは、C-E比により、①グリ

ーン、②イエロー、③レッドの3つの状態を想定し、C-E勾配により、①低減、②一定、

③上昇の3つの傾向を特定した。したがって、2つの指標の相関図には、以下の9つの分

類が定義される。 

(1a) グリーン、かつ、さらに低減。 

(1b) グリーン、かつ、一定。 

(1c) グリーン、しかし、上昇。 

(2a) イエロー、かつ、低減。 

(2b) イエロー、かつ、一定。 

(2c) イエロー、かつ、上昇。 

(3a) レッド、しかし、低減。 

(3b) レッド、かつ、一定。 

(3c) レッド、かつ、さらに上昇。 

表4は、C-Eマップの傾向をもとに、各国の出力抑制傾向を分類したもので、世界の

出力抑制の傾向を俯瞰することができる。表4では、黒字がその国・地域の現状と傾向

を表し、3年前のデータと比較した過去からの傾向を算出している。また、灰色の文字

は、選択された国・エリアの任意の年における過去の状況・傾向を示している。 

 

表4 本論文で取り上げた国やエリアの出力抑制の傾向の分類 

分類  傾向 (a) (b) (c) 

  C-E 勾配 G < 0 0 ≤ G < 0.5 0.5 ≤ G 

現状 C-E 比  低減 一定 増加 

(1) R < 0.1 グリーン 

スペイン 
SPP 

CAISO 
PJM 
山西 
雲南 

ポルトガル 
ドイツ(太陽光) 
スペイン(過去)  

ケベック 
山西(過去) 

九州(太陽光) 

雲南(過去) 

(2) 0.1 ≤ R < 0.5 イエロー 
内蒙古 
甘粛 
吉林 

ドイツ 
英国 

グレートブリテン島 
ERCOT 

デンマーク 
アイルランド共和国 

北アイルランド 
アイルランド島 

イタリア 

(3) 0.5 ≤ R レッド 

Italy(過去) 
ERCOT(過去) 

MISO  
ISO-NE 
中国全体 

内蒙古(過去) 
新疆  

吉林(過去) 

NYISO 
MISO(過去)  

中国全体(過去) 
新疆 (過去) 
甘粛(過去) 
九州(風力) 
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また表4では、出力抑制に関する過去から現在の傾向も見ることができる。例えば、

イタリアは2010年代前半の(3a)から現在の(2c)へと変化しており、過去の好ましくない

状況が系統拡張の成功などにより改善されたが、その後の傾向はまた若干悪くなりつ

つあることが分かる。同様に、ERCOTも(3a)から(2b)へと改善されている。また、中国

の山西省は、 も悪い条件(3c)から も好ましい条件(1a)に 近移行したが、中国の他

の省はまだ(3a)または(2a)であり、今後更なる努力が必要である。 

ドイツと英国は(2b)に属しているが、デンマークとアイルランドは(2c)に属してお

り、風力発電のシェアが高い国は出力抑制が高まりつつある。しかし、風力発電のシ

ェアがさらに増加すると、TSOは系統安定度上の制約や利用可能な市場設計について

さらなる努力を必要とする可能性がある。米国のISO/RTOの中には、まだ(3a)に分類

されるものがあり、風力発電の電力量シェアが低いにもかかわらず、出力抑制に関す

る状況を改善する余地がある可能性がある。 

風力発電と太陽光発電を系統連系するための方策は、その国特有の事情に強く影響

される。成功裡に導入した国々は、以下の条件の一つ以上を備えている。 

 VRE導入をリードする強力な国内送電網。風力発電所や太陽光発電所は、長い認

可プロセスや市民の反対、その他の障壁に直面する可能性のある送電アセット

よりも迅速に建設することができる。 

o 送電網によってより容易に追加のVREを受け入れることのできる地域

への投資が誘導されるようにするために、送電網に制約のある場所を明

示した送電網容量マップがTSOから公表されている場合がある。 

o 既存の送電資源を有効に活用するための動的線路定格。 

 近隣諸国との豊富な連系線容量。地域の柔軟性資源を活用し、送電網の安定度

を支持するのに有効である。 

 従来型電源による高い柔軟性。水力発電や、熱電併給プラントにおける発電と

熱供給の制御分離など。 

o 電力部門の改革と強力な価格シグナルを提供し、柔軟性の高い方法で運

用する送電アセットにインセンティブを与える市場の枠組みなど、既存

の従来型電源の柔軟性を向上させるための改修プログラムが実施でき

る。 

 運用に関する解決の実施。慣性のリアルタイム監視や限界慣性の設定を含む。

系統非同期導入率(SNSP)の閾値を設定することで、特定の電力システムの状況

において系統連系が信頼度高く達成されることが確実になる。更に、電圧制御

のために同期調相機を配置し、電圧指示と潮流制御のためにSTATCOMや分流

リアクトルを配置することが有効である。 

６．結論     

本研究では、世界各国の風力(および太陽光)発電の電力量シェアと出力抑制率の関
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係を調査した。筆者らが提案する客観的かつ定量的なツールであるC-Eマップを用い

て、世界の出力抑制の傾向が調査された。C-Eマップによって、各国・エリアの出力

抑制の歴史的傾向や複数国間の現状と傾向の比較が簡単かつ視覚的に理解すること

が可能となる。 

C-Eマップを使うことで、以下のような事実が明らかになった。 

 デンマーク、アイルランド共和国、北アイルランドなど、風力発電のシェア

が30％を超える高い国は、これまで出力抑制率が低かったにもかかわらず、

近年出力抑制率を高めている。 

 ドイツ、スペイン、英国、米国SPPなど、風力発電シェアが 20％前後の国

やエリアは、風力発電のシェアが高まっても、出力抑制率は中程度に留ま

っている。 

 イタリア、米国ERCOT、中国のいくつかの省などいくつかの国やエリアで

は、C-Eマップの履歴曲線が似ており、導入初期の望ましくない状況から大

きく改善されていることがわかる。 

今回用いたC-E比とC-E勾配の指標は、国際的な出力抑制レベルの比較に利用できる。

本研究では、欧州、北米、アジアのさまざまな電力システムの過去と現在の出力抑制

や過去の傾向を分類し、比較した。 

出力抑制レベルの比較は、運用方法や利用可能な柔軟性手段など、その国やエリア

特有の状況を考慮する必要がある。出力抑制レベルは、電源構成、送電網の状況、政

策や規制、運用方法など、さまざまな要因に影響される可能性がある。しかし、ある

国やエリアの経験は、他の国やエリアにとって参考になる可能性がある。世界の出力

抑制の傾向の比較は、さまざまな地域で適用可能なベストプラクティスを特定するの

に役立つ。本論文で提案したC-Eマップ、C-E比、C-E勾配によって、運用や計画立案

が改善され、将来の電力システムにおけるVREの出力抑制が 適化されるものと考え

られる訳注4。 後に、多くの電力システムが再生可能エネルギー100％を目指し、特に

 
訳注4 原論文は国際比較が目的であり、政策や市場設計への示唆・提言は原論文の範囲ではないが、日本の政策や

市場設計への示唆について、訳注として短くまとめておく。 
 「1. はじめに」の章で述べた通り、「出力抑制は必ずしも「悪」ではない」という理解は、国際的知見に基づ

き世界中のこの分野の専門研究者・実務者がほぼ合意するところである。この文章は多くの日本の読者を

驚愕させるかもしれない。しかしながら、あるいはそれ故に、それに続く同章の「発電電力量を失うことで、

結果的にこれらの(訳注: 二次予備力などの)価値ある系統サービスを提供することができる」あるいは「風力発

電から系統支援サービスが引き出されない場合、出力抑制は単にクリーンエネルギーの損失(すなわち「悪」)とな

り、電力システムの柔軟性や適切な市場設計がないために、発電事業者や投資家だけでなく TSO や規制機関に

とっても損失となる」という文章こそが、今後の日本の政策や市場設計に対して大きな示唆となるだろう。 
 日本では「再エネは調整できない」という誤った理解が多く流布しているが、実は電力工学的に見ると、

出力抑制は変動性再生可能エネルギー(VRE)が現時点で電力システムに対して供給できる立派な(下方)調

整力である。電力システムの側から見ると、VRE は出力抑制を通じて電力の安定供給に(部分的に)貢献し

ていると見ることもできる。問題は、その調整力提供の価値が市場において、もしくは社会的に、明示的に

価値づけされていない、という点にある。 
 現在、日本の変動性再生可能エネルギー(すなわち、太陽光・風力)発電事業者の殆どが固定価格買取(FIT)
制度の支援を受けており、同支援制度では発電事業者は自ら市場入札を行う必要がなく、計画値同時同量

を達成する義務が課されていない(一般送配電事業者がそれを代行している)。FIT 制度の法的根拠である

『再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法』および経済産業省令『再生可能エネルギー
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風力や太陽光を中心としたシステムを構築するようになると、利用可能な(再生可能)

エネルギーが、輸出、貯蔵、他のエネルギー部門に変換する(経済的)機会や需要を大

幅に上回る時間帯が多くなることが、より一般的になると考えられる。このため、出

力抑制という用語をより慎重に再定義しなければならない日が来る可能性もある。 

利益相反に関する宣誓     

筆者らは、本論文で報告された研究に影響を及ぼすと考えられ得る既知の競合する

金銭的利益や個人的関係がないことを宣誓する。 

謝辞     

本論文は、国際エネルギー機関風力エネルギー技術協力プログラム(IEA TCP Wind) 

Task25「変動電源大量導入時のエネルギーシステムの運用と計画」における研究開発

協力の一環である。貴重な情報や示唆を与えてくれた協力研究者、例えばアイルラン

 
電気の利用の促進に関する特別措置法施行規則』では、2012 年に施行された時点では出力抑制についてい

わゆる「30 日ルール」が適用されており(その後、2014 年の省令改正で太陽光は 360 時間、風力は 720 時

間が上限に変更)、年間およそ 8%の出力抑制を考慮してもなお高い内部収益率(IRR)が融投資の際に織り込

まれているのが一般的である。現時点で日本で も出力抑制が行われている九州エリアでもこれまで も

出力抑制率が高かった 2021 年で 4.6%であり、「30 日ルール」(改正後は 720/360 時間ルール)よりも十分低

い水準に留まり、また本論文で明らかになった通り国際比較の点からも適正な範囲である。この点こそ注

目されるべきであろう。 
 現時点での日本の制度設計の問題点は、この「30 日ルール」(改正後は 720/360 時間ルール)を超えてな

おも出力抑制が必要となった際にも発電事業者にその逸失電力量の補償がなく、青天井で損失が発生する

可能性があると事業者や投資家に疑心暗鬼を持たせる結果となり、VRE に対する投資が大きく減退しかね

ない点にある。 

 例えばドイツでは出力抑制による逸失電力量のほとんどが VRE 発電事業者に補償される制度となってい

る。出力抑制の逸失電力量を発電事業者に一旦補償し、TSO が金銭的にも技術的にも負担とリスクヘッジ

を負うという制度設計は、その補償額をネットワークコストに転嫁すると言う点で価格シグナルを明示し

やすく、TSO が積極的に出力抑制を低減させようとするというインセンティブが働きやすいという利点が

ある。また TSO は出力抑制低減の対策を一手に引き受けることで技術的にも 適化しやすく、またレベニ

ューキャップ制度下ではそのような技術に対する投資や系統運用を行うことで収益を向上できるというチ

ャンスもある(ただし、このような制度を取る国は、FIT 制度が先行する欧州でもむしろ稀であることに留

意)。 

 より本質的な問題は、誰が(どの業界が)儲かったか損をしたかではなく、出力抑制が将来どの程度発生

するかという不確実性に起因するリスクを誰が負担し、どのような手段でヘッジした方が脱炭素が加速で

き社会コストが 小になるか、という点にある。この点こそが現在の日本に足りない議論と言えるだろう。 
 一方、将来の前向きな議論に目を転じると、現在日本でも議論が進むフィードインプレミアム(FIP)制度

や、支援制度なしの市場取引やコーポレート電力購入契約(PPA)に移行すれば、発電事業者も(バランシング

グループを通じて)計画値同時同量を達成する義務が生じる反面、時間前市場や需給調整市場においてスポ

ット市場での kWh の価値以上の高い付加価値で調整力(柔軟性)を販売し、収益を向上させることも可能で

ある。このように市場取引を通じて「再エネの変動性を再エネが調整する」という状況は、決して遠い未来

の話ではなく、既にデンマークやスペインなど欧州のいくつかの国々や米国の一部の ISO/RTO エリアでは、

10 年ほど前から現実のものになっている。  
 したがって、今後日本で出力抑制を適切なレベルに維持し社会コストを 適化させるためには、(i) 適切

に制度設計された FIP 制度への速やかな移行やコーポレート PPA の普及促進、(ii) 小規模発電事業者のリ

スクをヘッジする役割を持つアグリゲータービジネスの普及、(iii) 小規模発電事業者でも(直接、もしくは

アグリゲーターを通じて)時間前市場や需給調整市場に非差別的に参加が可能となる市場設計と市場監視

の構築、(iv) 投資を減退させないよう出力抑制に関する将来見通しの定量評価と適切なレベルに出力抑制

を維持する手段の費用便益分析、が重要となる。 
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